
2022年6月21日

（単位　円）

科　目 金　額 金　額

(資産の部)

   流動資産 544,242,435 316,152,477 

     現金及び預金 490,564,824 534,736 

     未収入金 946,754 226,000,000 

     商品 209,100 24,585,628 

     貯蔵品 2,051,004 42,643,900 

     未収収益 20,146,961 718,500 

     未収消費税 23,694,400 489,990 

     前払費用 6,629,392 14,544,949 

 6,564,750 

 70,024 

 

 

 

 

   固定資産 4,102,390,137 1,760,510,442 

     有形固定資産 2,966,476,920 1,062,000,000 

       建物 1,300,937,732 643,559,956 

       建物(資産除去債務) 15,924,135 12,507,107 

       建物附属設備 825,890,559 1,430,000 

       構築物 2,830,880 41,013,379 

       機械及び装置 19,641,419 

       器具･備品 2,351,581 2,076,662,919 

       土地 798,900,614 

     無形固定資産 1,100,825,755 2,569,969,653 

       借地権 1,100,283,071 65,000,000 

       電話加入権 542,684 20,000,000 

     投資その他の資産 35,087,462 20,000,000 

       その他投資 2,078,572 2,484,969,653 

       繰延税金資産 33,008,890 16,250,000 

 2,468,719,653 

 2,232,850,000 

 235,869,653 

 (152,502,094)

 

 

 

 2,569,969,653 

 資産合計 4,646,632,572 4,646,632,572  負債及び純資産合計

 

 

(負債の部)

   流動負債

     買掛金

 

     預り金

     前受収益

     賞与引当金
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     役員退職慰労引当金

     資産除去債務

香 川 県 高 松 市 亀 井 町 ５ 番 地 １
日 本 橋 不 動 産 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長 西 川 隆 治

     未払事業所税

     資本剰余金

 

 負債合計

   固定負債

     長期借入金

     敷金

     退職給付引当金

   純資産合計

     その他流動負債

 

         別途積立金

         繰越利益剰余金

         (当期純利益)

 

       その他資本剰余金

     利益剰余金

       利益準備金

科　目

     1年以内返済長期借入金

     未払費用

     未払法人税等

 

 

       その他利益剰余金

(純資産の部)

   株主資本

     資本金

 



 

                      

個別注記表 

 

 

1．重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準および評価方法 

     棚卸資産の評価基準および評価方法 

      商品・貯蔵品………最終仕入原価法による原価法 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産………定率法(1998年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、

2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備および構築物につい 

ては定額法） 

     無形固定資産………定額法 

     一括償却資産………３年均等償却 

 

（３）引当金の計上基準 

  ①賞与引当金………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に対応 

する金額を計上しております。 

 

  ②退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計

上しております。 

           

  ③役員退職慰労引当金…役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金等の基準に関す

る内規に基づく当期末における要支給額を計上しております。 

 

（４）リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

   については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（５）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。  

  

 

 

 


